
就業生産性と所得・消費の循環
　 栃本　道夫

［論文の要旨］

本稿は、生産企業における就業生産性の回復・向上が、各種の需要隘路の存在により就

業者の就業機会・所得をむしろ損なってしまいかねない状況（これを生産性と就業機会・

所得のパラドックスと称する。）を家計消費内生化型の経済活動連関モデルにより表現し、

現状の特徴をセミマクロ的に観察した上で、それに対処する若干の政策選択シミュレー

ションを示すことを目的とする。

所得・消費の循環を明示的にモデルに織り込んだ経済活動連関モデルにパシネッティ創

案の垂直的統合部門別分析を施すことによって、各経済活動部門（平たく言えば業種）に

おけるパラドックスの部門横断的な発現状況を経済全体の視点から再吟味しつつ、政策選

択の在り方を検討することが可能となる。
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はじめに

2019年末以降の新型コロナウィルス感染症問題発生以後、世界経済がリーマン・ショッ

クを凌ぐ危機に追い込まれている。新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、人の外出

及び企業活動の制限・自粛要請等により、各種の最終・中間需要の隘路を生じて、人々が

参加する生産・流通・消費の経済活動が大幅な規模縮小を迫られた。その結果、企業の経

営ひいて就業・雇用の維持が困難となり、就業形態の見直しにとどまらず、企業経営の破

綻、就業者（個人企業主・従業者及びその他の会社・団体の役員等を含む雇用者を指す。

国民経済計算における概念である。）の廃業・解雇を含む深刻な悪影響が経済全体に及ん

でいる。

他方で、人工知能の活用を典型とするデジタル技術の一層の普及が新規需要の出現と生

産性の向上を促して、経済活動全体の新たな活性化をもたらす可能性に着目した就業・所

得機会の拡大の予測も散見されるところである。しかし、このような楽観的見解は、一般

的に新たな状況に経済諸活動が順応するためのタイムラグが軽視できない点を想起するだ

けでも、全面的に賛同できるものではない。

いわゆる新古典派経済学の予定調和的な経済均衡モデルは、このような現状に対処する
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分析枠組みとして必ずしも妥当ではない。何故ならば、不慮の災厄等の不都合かつ深刻な

外的ショックによる需要隘路の発生及びその影響の拡がりを経済システムにおける歴史的

現実として認識した場合、所与の資産・所得分配のままで市場の自動的な受給調節機能が

問題を社会的に妥当な形で解決できるとは、考えにくいからである。

本稿は、『立教経済学研究』第 71巻第 4号に掲載された拙稿「生産性と就業機会・所得

のパラドックス―その垂直的統合部門別分析―」（栃本［2018］）のフォローアップとして

家計消費内生化型の経済活動連関モデル 1を設定して、そのモデルにより日本経済の現状

をスケッチする。さらに経済政策選択における重要問題である需要隘路の克服について、

財政（税制を含む。）及び産業政策の選択肢を例示的に取り上げて、シミュレーションに

より各選択肢の帰結を考察する。

1．日本経済モデルの設定と特徴

モデルは、国内産出額についての固定的投入産出係数によるレオンチェフ型生産関係を

ベースとして、それに家計消費内生化の構造を付加したセミマクロ計量モデルである。モ

デルの主要な変数及び変数間の行列構造は次の通りである。

1）消費内生化モデルの基本構造

① 29部門経済活動連関表 2を前提する。

②家計所得＝就業所得 3+その他所得（外生）

③家計消費は、差し当たり、国内家計最終消費支出とする。

④所得係数は就業所得係数（＝産出額単位当たり就業所得）を用いる。

⑤消費係数については、まず家計消費支出の対就業所得弾性値を定数項無しで対数線形回

帰推計した栃本［2018］の補論 3のデータを援用し、この弾性値（約 0.98）をマクロ的消

費係数とする。

次いで、経済活動部門別消費需要額について、経済活動連関表の国内家計最終消費支出

のパターンを用いる。このマクロとセミマクロの 2段階を経た消費係数によって、消費需

要額の変動を算出する。

2）消費内生化型経済連関分析モデル

国民経済計算統計その他の最近の経済データを用いて、2018暦年の 29部門経済活動連

関表（図表 1～ 1-5）を作成の上、投入係数その他のパラメータ算出等を行った結果は、

次の通りである。

①　消費内生化を組み込まない段階のパラメータ

1　 家計消費内生化型の産業連関分析モデルについては、例えば宮沢［2002］の丁寧な説明を参照のこと。
2　 2018年度国民経済計算の 2018暦年データによって、経済活動部門別の取引額表を作成した。作成方法は基
本的に栃本［2018］の 15部門表の場合と同じである。ただし、本稿においては国民経済計算統計の標準的
な経済活動部門分類によることとして、製造業を 14部門に細分化し、かつ、流通部門を小売・卸売業及び
運輸・郵便業に分割して 29部門表を作成している。

3　 国民経済計算統計の就業者の概念を前提し、就業者が提供する就業サービス（就業時間により計測）から得
る所得を就業所得としている。具体的には、雇用者の雇用者報酬及び個人企業の混合所得により構成される。
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A=(ai j )　：　投入係数行列（29部門経済活動連関表より算出）

(I-A)-1　：　逆行列係数行列 4

V=(vj )　：　第 j部門生産単位当たりの就業所得を示す所得係数 vj（行ベクトル）

C=(ci )　：　 家計所得単位当たりの第 i部門品目家計購入額を示す消費係数 ci（列ベ

クトル）

・L=(Lj)　:　第 j部門の就業サービス（量）即ち年間就業時間 Lj（行ベクトル）

・投入係数、逆行列係数表→図表 2～ 2-3

・直接就業サービス係数及び直接所得係数→図表 3

各経済活動部門の産出額を円価値単位の産出量 5と解釈した上で、

直接就業サービス係数を千円価値単位産出量当たりの就業サービス（量）と定義する。

「直接」と称するのは、各経済活動部門における個別の係数であることを強調するため

である。

垂直的統合部門別就業サービス係数及び同就業所得係数は、直接諸係数とは異なり、特

定の経済活動部門の産出品目（財・サービス）に対する最終需要に応じる全経済活動部門

の就業サービスの集約度及び、その就業サービス提供による当該品目（財・サービス）に

対する最終需要単位額当たりの見返りとしての全経済活動部門の就業所得を示してい

る。6

・直接係数対垂直的統合部門別係数→図表 5

②　消費内生化を組み込んだ我々のモデル及びその逆行列係数

・モデル

ここに、

Y　：　（国内家計最終消費の財源となる）家計所得（スカラー）

・新たなパラメータ

O　：　ゼロベクトル（行ベクトル）

4　 計算の煩雑化と議論の錯綜を避けるべく、本稿では輸入を外生変数扱いとしている。
5　 「円価値単位」とは、1円で購入できる仮想的な数量とし、この金額表示の数値を物量表示のものとみなす
考え方を言う。

 　 この考え方により、金額表示の投入係数を技術構造として固定的に見ることができる。宮沢編［2002］p117
を参照されたい。

6　 垂直的統合部門については、Pasinetti ［1973］を参照されたい。
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Fx=(Fxi)　: 　外生最終需要額（列ベクトル）

Fy　:　 （就業所得以外の、国内家計最終消費の財源となる）外生家計所得計（スカラー）

そこで拡大投入係数行列 A~　を

とおくと、(I-A~)-1は

である。

ここで宮沢編［2002］に倣い、B=(I-A)-1，K=(I-VBC)-1　と置き分割法 7により逆行列を

求めると、

と表示できる。結局、

X=B(I+CKVB)Fx+BCKFy

Y=KVBFx+KFy

具体的なこの逆行列係数 (I-A~)-1　→図表 6

そこで、これを用いた家計消費内生化型連関モデルにおける垂直的統合部門別各係数を次

のように求めることができる。

就業サービス係数に関して新たに

W=(wj)　:　第 j部門千円価値単位産出量当たりの就業サービスを示す直接就業サービス

係数 wj（行ベクトル）を導入する。定義により、

ΣjLj=WX=W(B(I+CKVB)Fx+BCKFy)=WB(I+CKVB)Fx+WBCKFyである。

そこで

Fy=0の場合の垂直的統合部門別就業サービス係数の行ベクトルはWB(I+CKVB)となる

訳である。

この場合、総就業サービスΣjLj = WB(I+CKVB)Fx = WBFx+WBCKVBFx

第 1項は消費内生化前の垂直的統合部門別就業サービス係数による就業サービス量の表示

に相当する。

第 2項中の BCKVBは、所得形成・消費誘発のルートを通ずる追加波及の生産誘発効果を

示している。

また、垂直的統合部門別就業所得係数は　Y=KVBFx+KFy　の第 1項から KVBである。

直接就業サービス係数及び直接就業所得係数は産出額ベクトルに係る係数であるが、こ

のようにしてこれらを最終需要ベクトルに係る係数に転換すれば垂直的統合部門別の両係

数となる。→図表 6-2

検算を兼ね、標準型として 2018年（平成 30年）の最終需要データから国内家計最終需

　  小行列に分割される正則行列の逆行列を求める分割法については、例えば古屋［1989］p62～ 65を参照さ
れたい。
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要を除く最終需要計の列ベクトルを Fx、外生家計所得計（スカラー）Fy=0　とおいて産

出額及び就業所得（共に列ベクトル）を求めると、確かに実績値が得られる。

更に、Fy≠ 0の場合にはこれらに外生家計所得起因の変動が付加される訳である。

2．モデルによる日本経済のスケッチ

まず、実績値を示す標準型によって日本経済の再生産構造を概観する。図表 6-3に消費

内生化モデルの垂直的統合部門別就業生産性及び同就業所得係数の数値と散布図を示す。

これを見ると、特定の経済活動部門の産出品目（財・サービス）に対する最終需要に応

じる全経済活動部門の就業サービスの生産性及び当該就業サービスに対する経済システム

総体としての評価を示す就業所得係数が、概ね減少関数のパターンに収まっている様相を

確認できる。

しかし、もとより我々の就業サービス生産性は就業サービス係数の逆数であって、生産

性が高いことは就業サービスの集約度が低いことを意味するのであるから、各垂直的統合

部門の就業サービスに対する単価に顕著な差がない限り、この減少関数のパターンは想定

内の結果であると言わなければならない。ただ、それこそが我々の問題意識に関わる就業

機会と所得の伸び悩み、更には家計消費水準への悪影響のリスクに直結する訳である。

しからば垂直的統合部門間の就業単価の分布状況はどうか？　それを図表 6-4に示す。

実のところ、この部門間の就業単価の差異は、就業サービスの品質の差をある程度反映

していると考えられる。即ち国際貿易について指摘されている、所謂「レオンチェフ・パ

ラドックス」のセミマクロのレベルにおける発現をここに観察し得るのであり、品質の差

は人材資本 8としての就業者間の知識経験等に関わる現象として、それ自体が重要な論点

である。ただ、本稿においてこの論点を掘り下げる余裕はないので、この論点の展開につ

いては後の機会に譲ることとしたい。

単価を見ると、29の垂直的統合部門の内 22部門は単純平均値 2.4プラスマイナス標準

偏差値 0.3の範囲に収まっているが、農林水産業、宿泊・飲食サービス、繊維製品、他のサー

ビス及び食料品の 5垂直的統合部門の就業単価がこの範囲を下回っている。念のため再度

強調するが、この就業単価は個別業種としての直接部門ではなく、あくまで特定の経済活

動部門の産出品目（財・サービス）に対する最終需要に応じる全経済活動部門の就業サー

ビス量（就業時間により計測）単位当たりの所得額を示している。言わば経済システム全

体の視点からの「就業単価」に他ならない。

紙数の制約もあり、以下の政策選択シミュレーションにおいては、この 5垂直的統合部

門に重点を置き考察を進めることとする。

3．政策選択のシミュレーション

政策選択のシミュレーションに先立ち、最終需要への外生的ショックの影響について推

計をしておこう。農林水産業、宿泊・飲食サービス、繊維製品、他のサービス及び食料品

8　栃本 [2016]を参照されたい。
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の上記 5垂直的統合部門の外生最終需要が標準型に比し 2割減少した場合を試算する。試

算の結果を図表 7に示す。この試算の場合、外生的最終需要ショック 13.5兆円の経済シ

ステム全体に及ぼす総就業時間への影響は 513億時間であり、総就業時間 1,185億時間の

実に約 43％に及ぶ。また、経済システム全体の就業所得への影響は約 6.6兆円である。

同様に垂直的統合部門別就業係数ベクトルあるいは垂直的統合部門別所得係数（行）ベ

クトルを任意の最終需要への外生的ショックパターンの（列）ベクトルに左乗することに

より、容易にそのパターンの場合の経済システム全体に及ぼす総就業時間あるいは総就業

所得への影響を試算できる訳である。

さて、このような最終需要への外生的ショックの影響を緩和する、若干の政策選択のシ

ミュレーションを試みよう。

［ケース 1］　一律的所得援助・・・これは家計の外生的所得 Fy≠ 0として、総就業時間

あるいは総就業所得を標準型と比較する。例として特定 5垂直的統合部門の外生最終需要

が標準型に比し 2割減少した場合の経済システム全体の就業所得への影響額に匹敵する

Fy=6.6兆円の試算結果を図表 8に示す。

拡大逆行列係数を用いたこの試算により、経済活動各部門における産出額の差分を得るか

ら、これに直接就業サービス係数及び直接就業所得係数を左乗して、総就業時間及び総就

業所得の標準型に対する差分はそれぞれ約 22億時間及び約 5.0兆円と算出される。

この試算結果において注目されるのは、6.6兆円の家計所得差分の総家計所得差分への効

果は約 11.6兆円に及ぶが、このうち総就業所得の差分は約 5.0兆円に留まることである。

その原因は、我々の消費内生化型経済連関モデルにおいて、主として各経済活動部門にお

ける就業所得係数が固定されていること、即ち、その意味における所得分配構造が試算の

前後において不変であること更には、総家計所得の総国内家計最終消費に対する限界消費

性向を 0.98（＜ 1）と見積もっていることによる。

［ケース 2］　政府の特別措置による固定資本形成増加・・・これは所謂公共事業支出の増

額にはとどまらない。例としてケース 1と同額の 6.6兆円が標準型における総固定資本形

成のパターンに沿って政府の特別措置（民間企業の設備投資に対する融資を含む財政措置

或いは税制上の優遇その他の政策手段）により総固定資本形成最終需要に追加された場合

の試算結果を図表 9に示す。総就業所得の標準型に対する差分は約 3.3兆円となる。

［ケース 3］　特定垂直的統合部門への選択的な垂直的統合部門別最終需要刺激・・・これ

は選択的に特定部門への最終需要を刺激すべく、融資を含む財政措置或いは税制上の優遇

その他の政策手段のいずれか乃至それらの組み合せを実施する。例として農林水産業、宿

泊・飲食サービス、繊維製品、他のサービス及び食料品の 5垂直的統合部門の最終需要全

体に対して標準型における需要パターンに沿いつつ合計 6.6兆円の刺激を加えることがで

きた場合の試算結果を図表 10に示す。総就業所得の標準型に対する差分は約 3.2兆円と

なる。
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結び

以上、我々は日本経済につき、所得・消費の循環を明示的にモデルに織り込んだ経済活

動連関モデルにパシネッティ創案の垂直的統合部門別分析を施すことによって、各経済活

動部門（平たく言えば業種）におけるパラドックスの部門横断的な発現状況を経済全体の

視点からスケッチした上で、経済政策選択における重要問題である需要隘路の解消につい

て、財政（税制を含む。）及び産業政策の選択肢を例示的に取り上げて、シミュレーショ

ンにより各選択肢の帰結を示した。

残された論点である垂直的統合部門間の就業単価の差異は、生産性と就業機会・所得の

パラドックスを重視する本稿の問題意識を踏まえると、例えば経済政策上の急務とされて

いるデジタル化の推進の在り方を検討するに際して、不可欠の究明すべき課題である。今

後の研究展開方向と認識していることを表明して、本稿の結びに代える。

図表

図表 1　2018暦年の 29部門経済活動連関表 図表 1-2　2018暦年の 29部門経済活動連関表
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図表 1-3　2018暦年の 29部門経済活動連関表

図表 1-5　2018暦年の 29部門経済活動連関表

図表 1-4　2018暦年の 29部門経済活動連関表
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図表 2　2018年経済活動連関表　投入係数表及び逆行列係数表
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図表 2-2　2018年経済活動連関表　投入係数表及び逆行列係数表
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図表 2-3　2018年経済活動連関表　投入係数表及び逆行列係数表
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図表 3　直接就業サービス・所得係数
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図表 4　垂直的統合部門別就業サービス・所得係数
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図表５　直接係数対垂直的統合係数
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図表 6-2　消費内生化モデルの垂直諸係数
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図表 6-3　消費内生化モデルの垂直就業生産性及び同就業所得係数
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図表 6-4　垂直的統合部門別就業サービス係数及び同単価の分布
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図表 7　外生的最終需要ショックの影響試算
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図表 8　［ケース 1］一律的所得援助
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図表 9　［ケース 2］　政府の特別措置による固定資本形成増加
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図表 10［ケース 3］特定垂直的統合部門への選択的最終需要刺激
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